
平成27年度水道関係予算（案）について



平成２７年度水道施設整備関係予算案
（単位：百万円）

注1）：厚生労働省、内閣府（沖縄）、国土交通省（北海道、離島・奄美、水資源機構）、復興庁計上分の総計。
注2）：平成26年度予算額欄の上段（ ）書きは、平成25年度補正予算額を含む。
注3）：平成27年度予算案欄の上段（ ）書きは、平成26年度補正予算額を含む。
注4）：百万円単位未満を四捨五入しているため、合計額は一致しない。

区 分

平 成 2 6 年 度
予 算 額

A

平 成 2 7 年 度
予 算 案

B

対 前 年 度
増 △ 減 額

B－A

対 前 年 度
比 率

（％）
B/A

（ ８６,８２１） （７２,５１６）

水道施設整備費 ４０,７３０ ４７,３０５ ６,５７５ １１６.１

（ ２７,４６５） （ １６,１５５）

簡 易 水 道 １３,８５３ １４,１５５ ３０２ １０２.２

（ ４３,５９０） （ １２,７０１）

上 水 道 １１,５１３ １１,２０１ Δ ３１２ ９７.３

（ ９１） （ １００）

指導監督事務費等 ９１ １００ ９ １０９.９

（ ７５２） （ ５６１）

災 害 復 旧 費 ３５０ ３５０ ０ １００.０

（ ２６,５００）

耐 震 化 等 交 付 金 ０ ５,０００ ５,０００ －

（ １４,９２３） （ １６,４９８）

東 日 本 大 震 災 １４,９２３ １６,４９８ １,５７５ １１０.６

水道施設整備費
※災害復旧費（東日本含む）を除いた場合

（ ７１,１４６） （ ５５,４５７）

２５,４５７ ３０,４５７ ５,０００ １１９.６



水道施設整備費 年度別予算額推移
（平成21年度から平成27年度）

600億円

400億円

800億円

当初
958億円

補正
76億円

200億円

1,000億円

当初
737億円

補正 25億円

当初
416億円

当初
518億円

（東日本大震
災復興特別
会計計上分
201億円
含む。）

当初
344億円 当初

255億円

21’予算額 22’予算額 23’予算額 24’予算額 25’予算額
＋

24’補正予算額

1,034億円

762億円

518億円

644億円

712億円

26’予算額
＋

25’補正予算額

416億円

※内閣府（沖縄県）、国土交通省（北海道、離島・奄美地域、水資源機構）計上分を含む。

補正
300億円

補正
457億円

27’予算案
＋

26’補正予算額

555億円

当初
255億円

補正
250億円

当初 50億円
（交付金）

生活基盤施設耐震化等交付金
平成26年度補正予算額 ２１５億円
平成27年度当初予算案 ５０億円

地方公共団体等が実施する水道施設及び保健衛
生施設等の耐震化等を推進するため、新たな交付
金を創設。



水道は、災害時においても安定した給水を確保することが求められている重要な社会インフラであり、保健
衛生施設等についても、疾病の予防・治療等の拠点となる重要な施設であることから、地域住民の社会生活基
盤として、災害時においても機能を維持する必要がある。

◇ 地方公共団体等（都道府県、市町村、一部事務組合等）が整備を行う、水道施設及び保健衛生施設等の耐
震化等を推進するため、地方公共団体にとって自由度が高く、創意工夫を生かせる交付金を創設。

◇ 都道府県が取りまとめた水道施設及び保健衛生施設等の耐震化等に関する事業計画※に基づき、耐震化事
業や運営基盤強化事業等を一体的に支援。

背 景

概 要

◇ 都道府県の裁量により、都道府県内の市町村間
での流用が可能となり、各事業の進捗状況等によ
り、柔軟かつ効率的な事業実施が可能

◇ 地方公共団体による自由度を高め、より都道府
県のリーダーシップの発揮が可能

◇ 今まで事業者毎に進めてきた耐震化及び広域化
等について、一体的に進めていくことで、計画的
かつ効率的な建設投資が可能

ポイント

国

Ａ事業者 Ｂ事業者 Ｃ事業者

都道府県

◇ 国は、都道府県の事業計画に対し、交付金を交付

◇ 都道府県は、交付された交付金を各事業者に配分

決定権あり

交付 申請

各事業間で
流用が可能

スキーム

生活基盤施設耐震化等交付金の創設

※生活基盤施設耐震化等事業計画
○おおむね５年間で実現しようとする目標、事業等を記載
○事前評価、中間評価（必要に応じて）、事後評価の実施及

び公表



生活基盤施設耐震化等交付金 交付対象事業

生活基盤施設耐震化等交付金（新設分）

水道施設整備費補助

○簡易水道等施設整備費補助

・水道未普及地解消事業

・簡易水道再編推進事業

・生活基盤近代化事業

・閉山炭鉱水道施設整備事業

○水道水源開発等施設整備費補助

・水道水源開発施設整備費

・水道広域化施設整備費

・高度浄水施設等整備費

・水道水源自動監視施設等整備費

・ライフライン機能強化等事業費

○指導監督事務費

保健衛生施設等施設・設備整備費補助

一部

水道施設整備費補助（既存分）
○簡易水道等施設整備費補助

・水道未普及地解消事業

・簡易水道再編推進事業

・生活基盤近代化事業

・閉山炭鉱水道施設整備事業

○水道水源開発等施設整備費補助

・水道水源開発施設整備費

・高度浄水施設等整備費

○指導監督事務費（都道府県分）

新 規 制 度

○官民連携等基盤強化推進事業

官民連携の導入に向けた調査、計画等

（新規採択：計画策定・着工）

○水道事業運営基盤強化推進事業

水道事業の広域化に資する施設整備

○水道施設等耐震化事業

水道施設及び保健衛生施設等の耐震化に要する施設整備

○指導監督交付金（都道府県分）

現 行 制 度

交付期限
平成41年度

保健衛生施設等施設・設備整備費補助（既存分）
一部

交付期限
平成35年度



厚生労働省 都道府県

交付事業の実施交付金の配分、交付事業の審査･指導･監督交付金の交付

水道事業者等

生活基盤施設耐震化等交付金の主な事務について

◇生活基盤施設耐震化等事業計
画及び事前評価の受理

◇各水道事業者等の整備計画を取りまとめた生活基盤施設
耐震化等事業計画の作成・事前評価の実施・公表
・事業計画：おおむね５年間で実現しようとする目標、

事業等を記載
・事前評価：目標の妥当性、事業計画の効果、効率性、

実現可能性を検証

◇整備計画の策定

〔事前評価に必要なデータ等の
作成〕

◇内示通知 ◇内示通知の受理、各水道事業者等への配分の決定・通知

◇交付申請書の受理・審査・交
付決定

◇実績報告書の受理・審査・交
付額の確定

◇都道府県⇔水道事業者等
・交付申請書の受理・審査、交付決定
・実績報告書の受理・審査、額の確定

◇都道府県⇔厚生労働省
・交付申請、交付決定通知書の受理
・実績報告、確定通知の受理

◇交付申請・交付決定通知書の
受理

◇実績報告・確定通知の受理

◇その他
・変更申請、事業状況報告、
財産処分承認申請等

など

◇事後評価の実施・公表（必要に応じて中間評価を実施）
・交付期間の終了後又は交付期間の最終年度に実施
・事業の進捗状況、事業効果の発現状況、評価指標の実
現状況、今後の方針を評価

◇事後評価（中間評価）の受理

◇都道府県生活基盤施設耐震化等補助金（仮称）交付要綱
の策定

◇生活基盤施設耐震化等交付金
交付要綱及び実施要領の策定

◇配分通知の受理

◇その他
・変更申請、事業状況報告、財産処分等の承認
・会計事務（支出決定、繰越、歳入）

など

〔事後評価（中間評価）に必要
なデータ等の作成〕

◇その他
・変更申請、事業状況報告、
財産処分等の承認

など



水道施設の災害復旧に対する支援（復興）
〈復興庁一括計上〉

平成２７年度予算案：１６５億円（平成２６年度予算額：１４９億円）

東日本大震災で被災した水道施設のうち、各自治体の復興計画で、平成2７年度に

予定されている施設の復旧に必要な経費について、財政支援を行う。

（交付対象）

① 東日本大震災により被害を受けた水道施設及び飲料水供給施設（注１）を復旧する事業

→〈補助率〉 ８０／１００～９０／１００（特別立法による嵩上げ。通常は１／２）

② ①と水圧管理上一体的な関係にある給水の施設（注２）を復旧する事業

→〈補助率〉 １／２（通常は補助対象外）

③ ①の管路の漏水調査で請負に係るもの

→〈補助率〉 １／２（通常は補助対象外）

（注１） ５０人以上１００人以下を給水人口とする水道施設 （注２） 配水管から分岐して最初の止水栓までの部分


